
 

ちくご地域ユースサポート不登校支援部会 給与管理規程 

第 １ 章  総則 

 第１条 （適用範囲）  

この規程は、就業規則に基づき、職員の給与について定めたものである。  

（２） 前項以外の嘱託職員、契約職員、パートタイマー、アルバイト等など就業形態が特殊な者につ

いては、この規程は適用せず、その者に適用する規程もしくは個別の契約等の定めによる。  

  

第２条 （賃金の構成）  

賃金の構成は基準内賃金（基本給）、基準外賃金（時間外勤務割増手当、所定休日勤務割増手当、法定

休日勤務割増手当、深夜勤務割増手当、通勤手当）  

 （２） 基準内賃金とは、第 4章に規定する時間外手当の算定に含める賃金とし、基準外賃金とは、時

間外手当の算定の基礎に含まない賃金とする。  

  

第３条 （賃金形態）  

賃金は、原則として、月給制とする。  

（２） 但し、休職、休業、欠勤及び遅刻・早退などにより就業規則に定める所定労働時間の全部又は

一部を休業した場合においては、別に定めがある場合を除きその休業した時間に対応する賃金は支給

しない。  

 

第４条 （賃金締切日と支払日）  

賃金は、毎月 1日から末日に締切り、翌月 10日（支払日が金融機関の非営業日のときはその前日）に

支払う。  

 

第５条 （不当・錯誤による受給）  

受給権のない各種手当を不正の意思をもって故意に受給した場合、又は錯誤により受給した場合には、

既に支給した各種手当を返納させる。 

  

第 ２ 章  計算方法 

第６条 （賃金日額と時間給）  

1 日あたりの賃金額（賃金日額）の計算は、次の算定式により計算する。尚、端数は円未満を四捨五入

とする。  

（基準内賃金） ÷（当該月の暦日数） 

 

（２） 1時間あたりの賃金額（時間給）の計算は、次の算定式により計算する。尚、端数は小数点第三

位を四捨五入とする。  

（基準内賃金） ÷（年間平均 月労働時間 ） 

 

第７条 （賃金の計算方法）  

所定労働時間の全部又は一部を休職、休業、休暇、欠勤及び遅刻・早退により労務の提供を行わなかっ



 

た場合においては、次の算定式により賃金を支給する。但し、一賃金支払期間において出勤がない場

合は、支給は行わない。  

（２） 前項において、賃金期間の中途に入社、退社、休業、休職、復職した場合、所定労働時間の全

部を休業した場合においては、次の算定式により計算した額を支給する。但し、欠勤については減額

する。  

（賃金日額） × （対象期間の暦日数） 

 

（３） 所定労働時間の一部を休業した場合（遅刻、早退、私用外出）においては、次の算定式により

計算した額を当月の賃金分から減額する。尚、端数は円未満を四捨五入とする。 

  

（時間給） × （休業時間） 

 

第８条 （賃金の支払方法）  

賃金は職員の指定した金融機関の本人名義の口座に振込む。  

（２） 前項の規定に関わらず、次の各号に掲げるものは支払いのとき控除する。  

1. 給与所得税  

2. 住民税  

3. 健康保険料（介護保険料も含む）  

4. 厚生年金保険料  

5. 雇用保険料  

（３） 給与の過払いがあった場合に、後に支払われるべき賃金から控除するという適正な賃金の額を

支払うための手段たる相殺（調整的相殺）は、前項によって除外される場合に当たらない場合も行う

ことができる。但し、この団体は当該賃金控除の行使の時期、方法、金額等からみて職員の経済生活

の安定を脅かすことのないよう努めるものとする。  

 

第 ３ 章  基準内賃金 

第９条 （基本給）  

基本給は、各人の役割に応じ、各人に対する業務遂行能力向上と成果への期待、及び各人が従事してい

る職務の遂行度を踏まえた上で、職責、職務遂行能力、経験、技能、勤怠（欠勤、遅刻、早退、途中

外出）、規律保持、勤務成績、団体業績などの項目を勘案し、各人ごとに決定する。 

 

第 ４ 章  基準外賃金 

第１０条 （算定期間）  

本章にいう 1か月とは，各賃金計算期間の初日を起算日とする暦による 1か月、1年とは、毎年 4月 1

日から翌 3月末日までの 1年をいう。  

 

第１１条 （時間外労働に関する運用）  

労働時間の全部又は一部を事業場外で業務に従事し、労働時間を算定し難い場合については、原則とし

て、所定労働時間勤務したものとみなす。但し、所属長から、あらかじめ別段の指示がある場合はこ



 

の限りではない。  

（２） 労働基準法第 41条第 2号の監督若しくは管理の地位（経営者と一体的な立場）にある者及び機

密の業務を取り扱う者は、時間外勤務手当、休日勤務手当の支給は行わない。  

 

第１２条 （時間外勤務割増手当）  

時間外勤務手当は、所定労働時間を超えて次の各号のごとく勤務をしたとき、勤務 1時間につき、時間

外勤務計算時における時間給に 100分の 125を乗じて得た額とする。  

1. 1か月の時間外労働が 45時間以内、1年の時間外労働が 360時間以内の場合  

2. 1か月の時間外労働が 45時間を超え、又は 1年の時間外労働が 360時間を超えた場合  

（２） 1か月の時間外労働が所定労働時間から 60時間を超えて勤務をしたとき、60時間を超える勤務

1時間につき、時間外勤務計算時における時間給に 100分の 150を乗じて得た額とする。  

 

第１３条 （休日勤務割増手当）  

所定休日勤務割増手当は、所定休日に勤務したとき、勤務 1時間につき、時間外勤務計算時における時

間給に 100分の 125を乗じて得た額とする。  

（２） 法定休日勤務割増手当は、法定休日に勤務したとき、勤務 1時間につき､時間外勤務計算時にお

ける時間給に 100分の 135を乗じて得た額とする。  

 

第１４条 （深夜勤務割増手当）  

深夜勤務割増手当は、午後 10時から午前 5時までの時間に勤務した場合には 1時間につき、時間外勤

務計算時における時間給に 100分の 25を乗じた額を加算して支給する。  

（２） 時間外又は休日勤務が午後 10時から午前 5時までの時間に及んだ場合には、第 17条の時間外

勤務割増手当及び第 18条の所定休日割増手当又は法定休日勤務割増手当に、深夜勤務割増手当 100

分の 25を加算して支給する。  

 

第 ２ 節   その他基準外手当 

第１５条 （交通機関による通勤手当の支給）  

通勤手当は、電車、バス等の公共交通機関を利用して通勤する者に対して、この団体が認めた乗車券相

当額の実費を支給する。  

（２） 前項に定める公共交通機関のある経路を通勤する者は、住居地よりこの団体まで 2 ㎞以上の距

離で、公共交通機関を利用して勤務する者に、原則として前項に定める額を上限に実費を支給する。  

（３） 前項において、住居地から駅まで 2㎞以上の距離がありバスを利用する者には、実費を支給す

る。但し、全ての通勤手当の総額は限度額以内の金額までとする。  

（４） 2つ以上の経路がある交通機関の利用選択は、最も合理的かつ経済的な経路及び手段を原則と

し、本人からの申請に基づき、この団体が認めた経路及び手段とする。  

（５） 前項において、電車による通勤に関しては、普通運賃以外は支給しない。  

（６） 通勤手当の計算に必要な通勤手段及び経路等において、所定の申請用紙により、本人の申請に

基づき、この団体が認可し、本条に定める通勤手当を支給する。  

（７） 欠勤、休職が長期にわたるとこの団体が判断する場合には、通勤手当の支給は行わないものと



 

する。  

 

第 ５ 章  賞 与 

第１６条 （賞与）  

賞与はこの団体の業績に応じて年間 1回、6月に支給することがある。但し、業績の著しい低下、支給

対象者の勤務成績等その他やむを得ない事由がある場合には、支給日を変更し、又は支給しないこと

がある。なお、金額については別途定める。  

（２） 賞与の支給条件は、職員の役割に応じ、算定評価期間における職員の勤務成績、出勤率、貢献

度等を総合的評価の上決定する。  

（３） 賞与の支給資格者は、支給日において在籍している者とする。  

（４） 賞与の支給金額について、算定評価期間に休職、休業期間及び定年退職の日が含まれる 

場合には、出勤日数により日割りで計算した額を支給する。  

 

第 ６ 章  休業・休職等における賃金 

第１７条 （休職中の給与）  

休職期間中は、無給とする。  

 

第１８条 （年次有給休暇・特別休暇）  

職員が年次有給休暇又は特別休暇のうち有給である特別休暇を取得したときは、1日あたりの賃金額を

支給する。また、その他この団体が特別に認めた場合は同様の取扱いをすることができる。 

  

第１９条 （育児・介護休業）  

育児休業又は介護休業を取得したときは、無給とする。但し、休業開始日及び休業終了日の属する月の

分として支払うべき日がある場合は、日割計算によって支給する。  

（２） 短時間勤務により就労が免除された時間は、減額する。  

 

第 ７ 章  賃金の変更等 

第２０条 （賃金の改定）  

賃金の改定については、評価期間を前年 4月から 3月までとし、当該期間の個人能力の向上度合い、別

に定める査定項目を総合的に査定し 6月に決定する。（4月から遡って支給する。）  

 

第２１条 （規程の改廃等）  

この規程は、法律改正、この団体の経営状況又は社会情勢の変化等により必要と認めたときは、役員会

にて協議し、規程内容を変更することがある。  

 

附則  

第２２条 （施 行）  

この規程は、令和 7年 1月 26日より施行する。  


